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第120回自治労道本部中央委員会挨拶文

お早うございます。委員長の山上でございます。

第120回自治労北海道本部中央委員会に、全道各地から結集された中央委員・特別中央委員・傍聴者の皆さん、大変ご苦労様です。心から敬意と感謝を申し上げます。

　また、私どもの中央委員会に

1 自治労中央本部　　　　　　川本書記長

2 連合北海道　　　　　　　　工藤会長

3 北海道平和フォーラム　　　長田事務局長

4 民主党北海道　　　　　　　勝部幹事長
5 北海道消防職員協議会　　　菅原会長

にお越しいただきました。

　大変お忙しい中、駆けつけていただいた来賓の皆さんに、中央委員会参加者全員の拍手で、お礼に代えたいと思います。

ありがとうございました。

また、昨年9月の定期大会以降、給与制度の総合的見直しのたたかいをはじめ、賃金確定闘争、人事評価制度導入に対する取り組み、そして年末の解散総選挙闘争など、道本部として連続する取り組みを展開してきましたが、大変厳しい諸情勢の中で、職場･地域で献身的に運動を担っていただいた各地本・単組・総支部・評議会の役員・組合員の皆さんに、この場をお借りし、改めて心より敬意と感謝を申し上げます。

それでは、中央委員会の開催にあたり、2015春闘・統一自治体選挙闘争など当面する諸課題を中心に何点か申し上げて、ご挨拶に代えていきたいと思います。

まず、2015春闘から触れたいと思いますが、詳しくは、後ほど本部川本書記長をはじめご来賓の皆様や、方針提案の際に触れられると思いますので、私からは特に国内の特徴的な諸情勢について触れながら、今春闘に向けた思いを述べていきたいと思います。

今、日本の景気は昨年4月からの消費税増税や急激な円安による物価上昇などで、悪化してきているといわれています。

また、社会的には格差問題や雇用問題をはじめ、東日本大震災の復興問題、原発再稼働問題、年金・医療、福祉・介護、教育等々、多くの国民的課題の解決が強く求められている状況にありますが、残念ながら3年前の政権交代後の安倍自公政権の政策的柱であるアベノミクスによって金持ち優先の政治が進められ、どれもが置き去りないしは悪化をしてきています。

特に、長く続いたデフレ経済下で最も激しく低下したのは、物価ではなく労働者の賃金でしたが、昨年の春闘で7年ぶりに賃上げを実現したものの、消費税増税分には及ばず、中小企業では賃上げ自体が極めて不十分なものに押さえ込まれ、実質賃金が18ヶ月連続で低下しているのです。

一方、雇用状況は失業率・有効求人倍率など、多少改善したといわれていますが、直近の統計資料では非正規雇用の比率が7期連続の上昇によって、今や全体の37,1％まで達しています。

安倍総理が主張している「雇用は拡大した」という中身は、正規から非正規への置き換えが進んだということであり、労働条件の悪化や生活苦にあえぐ労働者が増えたということなのです。

こうしたデフレ経済、景気後退、そして雇用状況の劣化からの脱却をはかっていくためには、雇用の安定的拡大・賃金の引き上げ・底上げを本気になって実現していくことが不可欠であり、そのことによって、個人消費を増やし内需を拡大していく意外にないと思います。

資本金10億円以上の大企業が貯め込んでいる純資産は、1980年度の37兆円から、2012年度には331,9兆円、9倍に増加しています。

賃上げの原資は、社会全体から見れば存在するのです。

問題は、賃上げのために利益の多くを振り向けようとせず内部留保にまわしてきた経営側の姿勢にあるのであり、そうした社会的な価値配分の歪みにこそ原因があるのです。

したがって、安定した雇用の拡大と賃金の引き上げ・底上げに企業利益の多くをあてることによって、価値配分の歪みを是正し、安定した景気回復と日本社会の再生を実現していくことは可能であるということです。

景気回復や社会の再生を本気になって目指していくために、企業経営者はもとより、賃上げを主張する安倍内閣・連合をはじめとする労働組合がしっかり連携して、非正規労働者の処遇改善やワーキングプアの解消を図り、賃金の引き上げよって働く者の所得を向上させ、購買力の回復・内需拡大による地域経済の活性化等に結びつけていく、一方で結婚・出産・育児・教育に関わる労働環境などの改善により少子化対策を前進させ、そのことによって年金・医療・福祉・介護事業などの制度的改善と将来不安の解消を図っていかなければなりません。

そして、このことが連合の目指す持続可能な経済成長と「働くことを軸とする安心社会」の実現につながっていくものと思います。

具体的な春闘方針は後ほど提案されますが、我々は、2年連続の賃上げ要求をかかげてたたかう連合・自治労中央にしっかり結集し、2015春闘を契機に改めてデフレ経済や景気後退からの脱却、大幅賃上げと雇用の安定的拡大を実現し、持続可能な経済成長と「働くことを軸とする安心社会」の実現に向けて、経営側の社会的責任を厳しく追及していかなければなりません。

簡単なことではありませんし、中小や不況業種産業の厳しい実態もある中でのたたかいとなりますが、それぞれが精一杯職場・地域でたたかいを展開していただきますようにお願い致します。

道本部も、皆さんの先頭に立ってしっかりたたかっていく決意を改めて表明いたします。

次に、今春闘期をスタートとして、地方財政確立の取り組みも進めていくこととしています。

今月24日には財政セミナーを開催していくこととしていますが、同時に、昨春闘期から行っている自治体予算の点検・精査、当初予算編成に向けての要求書提出などの取り組みを進めるとともに、地域の財政需要を的確に予算に反映させていくために、組織内議員などとしっかり連携していくこととしています。

さらに、男女平等推進闘争の取り組みも、中央本部が昨年度から年間を通した運動へと発展させてきている中で、6月を「男女平等推進月間」とし、自治労運動における男女平等課題への取り組みを推進していくこととしています。

道本部は、これまでどおり春闘期からの通年闘争として取り組みを進めていくこととし、男女共同参画社会の実現こそが差別を無くし公平・公正で民主的な社会や職場を作り上げていく原点の取り組みとしてとらえて、要求書の提出や、交渉の実施などの取り組みを展開します。

そして、それらを通じ、運動の担い手の育成や女性の採用・登用の拡大、男女平等意識の確立など、組織一丸となっての取り組みを進めていきたいと思います。

また、公務職場における「官製ワーキングプア」と称されている臨時・非常勤等職員の皆さんの組織化と賃金・労働条件の改善に向けても、この春闘期から精一杯職場・地域でたたかいを展開していきたいと思います。

さらに、組織強化拡大・地域公共サービス産別建設にむけて、また、現業公企部門の制度政策闘争、労働者自主福祉活動の推進についても、今春闘期に精力的に取り組みを進めることとしていますので、皆さんのご理解とご支援をよろしくお願いします。

次に、政治闘争、とりわけ当面する統一自治体選挙闘争について、触れたいと思います。

今年は、皆さんご存じの通り1945年8月15日の太平洋戦争敗戦から数えて、70年目の節目の年にあたります。

悲惨な戦争体験をお持ちの方々の多くは、すでに亡くなられておりますが、平和憲法の下で日本がどの国とも戦争をせず、そして戦争で一人の人間も死なせてこなかった70年という歳月は大変意義のある重いものですし、守りとおしてきた諸先輩の皆さんを、私は誇りに思います。

しかし、安倍自公政権は、圧倒的な政治勢力を背景に、きな臭いにおいを振りまいています。

戦後70年を迎えて、過去における村山・河野談話の見直しを図る「安倍談話」を発表しょうとする動きをはじめ、特定秘密保護法の制定や閣議による集団的自衛権行使容認という事態は、この国や国民を再び戦争に巻き込んでいく、反対するものを厳しく弾圧していく、そうした道具として使われていく危険が強まっています。

また、最近安倍総理は、憲法改正の国会発議とその賛否を問う国民投票の時期を来年夏の参議院選挙後が常識だろうと表明しました。

戦後70年の節目の年に、村山・河野談話の見直しはもとより、日本を再び戦争の出来る国に断じてさせてはならないと思います。

そして、そのことは安倍政権の暴走を許さず、今の政治の現状を変革していくための政治闘争の一層の強化が、我々に今こそ強く求められているということです。

昨年、12月14日に行われた衆議院選挙は、残念ながら全国的にはまたもや自公政権の安定多数を許し、民主党が伸び悩む結果となりました。

しかし、北海道内では比例復活と合わせて5人の当選を勝ち取ることができました。

このことは、全国的には未だ民主党の信頼回復が遅れて伸び悩んだものの、北海道は自民党に対抗する勢力としての再生の足がかりをつかむことが出来たと言えると思います。

政治をあきらめるのはまだまだ早いし、しらけたり、ニヒルになったり、意気消沈している場合でもありません。

我々は、もう間近に迫っている知事選・札幌市長選をはじめとする統一自治体選挙闘争、そして来年の参議院選挙闘争において、自民党勢力に対抗する民主党を中心とする政治勢力をさらに拡大していく中で、極めて右翼的で危険な安倍政権を早期に打倒し、再び民主党を中心とする政治勢力による政権交代を実現していかなければなりません。

そのことなくして、競争に明け暮れ、強いものしか生き残れない、富めるものがより富める、格差と貧困がはびこる不条理で理不尽な今の日本社会を変革し、ささやかでも人としての尊厳を持って、平和で安心して暮らせる、公平で公正な社会を実現していくことは出来ないと強く思うのです。

とはいうものの、知事候補はいつ決まるのだとなります。

確かに、知事候補が未だ決まっておりません。このことについては、皆さんに心よりお詫びを申し上げなければなりません。

しかし、高橋知事の12年間におよぶ無為無策の道政や、道内経済の厳しい現状、過疎化に苦しむ地域の疲弊状況を見るときに、もうこれ以上高橋道政の継続を許してはなりませんし、必ず候補を擁立してたたかっていかなければならないと思います。

マスコミも連日報道しておりますが、最終的に、どういう方が候補となるのかは今日時点で不明です。

我々は、政権戦略会議の選考作業を見守りながら、最終的には民主党道連や連合北海道の態度決定を前提に、自治労方針に照らし合わせて推薦することが出来る人であれば、自公政権の後押しを受ける高橋知事の4選阻止のために、また新しい道政の実現のために、あらゆる政治勢力を結集し、たたかいを挑んでいきたいと思います。

そして、道議会議員など各級議員選挙についても、組織内議員はもとより推薦候補全員の当選をなんとしても実現していきたいと思います。

厳しい情勢下でのたたかいとなりますが、どうか皆さんのご理解と一層のご支援・ご協力をいただきますよう、心からお願いいたします。

最後になりますが、今中央委員会は、当面する春闘期のたたかいや統一自治体選挙闘争をはじめとする諸闘争の勝利に向けて、闘う方針を確立する重要な中央委員会です。

皆さんのご協力の下で、圧倒的に成功させていただきますよう心よりお願いし、開会にあたってのご挨拶と致します。

ありがとうございました。

